
国への提案事項

１ 財政措置の充実・拡充等
〔①土砂災害特別警戒区域の逆線引きの推進，②空き家対策の強化，③安定した公営住宅の供給，④建築物の耐震化の促進〕

○ 逆線引きなどによる安全なエリアへの居住誘導を目的とした土地利用規制の取組に

ついて，都市計画の手続きに必要な費用を，国の支援メニューの対象とすること。

○ 空き家対策に伴う除却事業の補助対象の拡充及び代執行による空き家除却に係る

国庫補助要件を緩和すること。

○ 公営住宅整備事業等に係る社会資本整備総合交付金を確保すること。

○ 建築物の耐震化に関する財政措置の充実及び補助対象メニューの拡充をすること。

２ 制度等の改定
〔①土砂災害特別警戒区域の逆線引きの推進，②空き家対策の強化〕

○ 法の改正又は運用指針等への位置づけ，取組を推進すること。

４ 安心・安全な暮らしづくり
（４） 持続可能なまちづくりの実現に向けた良好な居住環境整備等の推進

３ 機運醸成・啓発等の強化
〔 ①土砂災害特別警戒区域の逆線引きの推進，④建築物の耐震化の促進〕

○ 国民の行動を促すため，国においても啓発強化を図ること。

本県では，地域の特性や規模に応じた「コンパクト・プラス・ネットワーク型」の都市構造へ
転換するとともに，「安全・安心」を基本に，新型コロナ危機後の社会が求める空間に対す
る価値観を踏まえ，デジタル技術やデータなどを活用しながら，大都市圏では得られない
「活力」と「魅力」に満ちあふれた広島らしい都市の実現に向け取り組んでいるところであ
り，次のとおり提案する。



国への提案事項

【提案先省庁：総務省，財務省，厚生労働省，農林水産省，国土交通省】

４ 安心・安全な暮らしづくり
（４） 持続可能なまちづくりの実現に向けた

良好な居住環境整備等の推進



国への提案事項

② 空き家対策の強化

特定空家等の解消

の加速化（空家等対

策特別措置法の改

正）

○ 空き家に係る固定資産税等の住宅用地特例の除外対象範囲について，空家法に

基づく勧告以前の段階において除外する場合の仕組みや基準を明確化すること。

○ 代執行に至る手続きのうち，特に多数の相続人がいる場合の所有者等の探索基準

を明確化する規定を追加するなど，手続きの簡素化を図ること。

○ 市町が財産管理人制度を活用しやすいように，所有者不明土地法と同様に，市町

の長に財産管理人の選任申立権を付与する規定を追加すること。

○ 即時執行（緊急安全措置）の規定を追加すること。

財政措置の拡充
○ 除却事業の補助対象（現在は除却工事費等の8/10）を拡充すること。

○ 代執行による空き家除却に係る国庫補助要件を緩和すること。

４ 安心・安全な暮らしづくり
（４） 持続可能なまちづくりの実現に向けた

良好な居住環境整備等の推進

① 土砂災害特別警戒区域の逆線引きの推進
都市計画制度によ
る土地利用規制が
円滑に進む環境整
備

○ 災害ハザードエリアに対し，逆線引きや地区計画等を活用した土地利用規制を積極

的に促すよう都市計画運用指針に位置付け，これらの取組を推進すること。

○ 都市計画制度による土地利用規制について，他の防災対策と併せた紹介を行うな

ど，住民の認知度向上や機運醸成に取り組むこと。

逆線引きの推進に
係る支援

〇 逆線引きの箇所が多数予定されるため，都市計画法上の大臣同意に向けた協議

において，多数の箇所を一括で扱うなどの資料の簡素化や手続きの円滑化を行うこ

と。

〇 逆線引きに伴い生じる固定資産税・都市計画税の評価・課税上の課題に対する助

言などの支援を行うこと。

財政措置の拡充
〇 逆線引きの都市計画の手続きに必要な費用を，国の支援メニューの対象とすること。

・ 地権者等の調査，都市計画の図書や説明会用資料の作成，広報の実施 など



国への提案事項

③ 安定した公営住宅の供給

４ 安心・安全な暮らしづくり
（４） 持続可能なまちづくりの実現に向けた

良好な居住環境整備等の推進

更新時期を迎えた公営

住宅の長寿命化や建替

えへの支援

都市の社会構造を維持していくために，住宅セーフティネットの中心的役割を担う

公営住宅を，将来に渡って安定的に供給していく必要がある。

高度経済成長期に集中して建設した公営住宅が，一斉に更新時期を迎えており，

計画的かつ着実に建替事業の推進を図るうえで，事業費の確保が必要であるため，

次のとおり要望する。

○ 公営住宅整備事業等に係る社会資本整備総合交付金を確保すること。

○ 同じ公営住宅でも大都市より地方都市の方が家賃収入が少ないことを踏まえ，

地域に応じた交付金の国費率を設定すること。（現状は全国一律45%）

④ 建築物の耐震化の促進

民間建築物等の耐震化
○ 多数の者の避難や救援・救護活動に関係する避難路沿道建築物などについて，

財政措置（特別交付税の措置率の嵩上げ等）の拡充を図ること。

社会福祉施設等の耐震
化

○ 多くの要配慮者が利用する障害児者関係施設や公立保育所等について，耐震
化を促進できるよう財政措置の充実を図ること。

住宅の耐震化 ○ 住宅の耐震化を促進させるため補助対象のメニュー拡充を図ること。

国民への啓発強化 ○ 耐震化に対する国民の行動を促すため，国においても啓発強化を図ること。

【提案先省庁：総務省，財務省，厚生労働省，農林水産省，国土交通省】



[現状]

○ 全国最多の土砂災害特別警戒区域 約4.5万か所

○ 県内全域で約12万人が居住（推計）

○ 上記のうち，市街化区域内に約5.7千か所

⇒都市のコンパクト化を進めながら，災害に強い都市構

造に向けた逆線引き※の取組の推進が必要

※都市計画上の市街化区域を市街化調整区域に変更すること

[目標]

・防災上危険が懸念される地域の居住人口

１２万人（R2） ⇒ １０万人以下（R12）

・縁辺部の未利用地を令和6年度に１度目の逆線引き

・今後20年で段階的に逆線引きを完了

・50年後に特別警戒区域内の居住者をゼロにする

[国の取組]

〇 都市再生特別措置法等の一部改正
・市街化調整区域内の土砂災害特別警戒区域における自己用

住宅の開発が原則禁止
・居住誘導区域内の防災対策を記載する防災指針が位置付けら

れた
〇 流域治水関連法案等により，災害ハザードエリアにおける，地

区計画の記載の充実や許可制度の創設など，土地利用規制に
係る法整備が進められている

[環境整備に係る課題]

● 都市計画運用指針では，逆線引きを検討することが

望ましいとの記載にとどまっており，一部の自治体で取り

組まれているものの，全国的な取組となっていない。

● 逆線引きの必要性を全国的に住民が認知することに

より，私権制限を受ける土地所有者が受忍しやすい環

境整備が必要である。

[実務上の課題]

● 土地所有者の全員同意を前提とした県内の逆線引

きの前例では，相続未登記で所有者不明や同意が得ら

れないなど，手続きが難航している。

● 逆線引きの対象箇所が多いため，都市計画法上の

手続きのための資料作成に膨大なリソースが必要となる

とともに，手続きを円滑に進める必要がある。

● 固定資産税等の評価・課税において，逆線引きにより

土地一筆に市街化区域と調整区域が混在する場合

の，地積算定や減価補正などの整理が必要となる。

課 題現 状

４ 安心・安全な暮らしづくり
（４） 持続可能なまちづくりの実現に向けた

良好な居住環境整備等の推進

①土砂災害特別警戒区域の逆線引きの推進



空き家の現状
（※２）

約44,300戸 推 計 値
R5（2023）までに 約 7,600戸増加【 5年間累計】
R10（2028）までに 約13,000戸増加【10年間累計】

現状と将来推計

※１ ターゲットを「１年間を通じて使用していない戸建て住宅」とし，「１０年後，空き家数を増やさない」を実現することを目指し設定
※２ 市町の実態調査結果を県で集計(Ｈ３１．４月実施) 主に１年間を通じて使用されていない戸建て住宅が対象で，共同住宅は除く。

〇 令和元年度に県内全市町及び関係団体とともに，「広島県空き家対策対応指針」を見直し，新たに県内市町共通

の目標
(※１)

と対策の方向性を定め，空き家対策を強力に推進している。

１ 特定空家等の解消の加速化には，市町が迅速かつ柔軟に行政措置できる法制度への改善が必要
● 空き家に係る固定資産税の住宅用地特例については，空家法に基づく勧告により除外される。

しかし勧告以前については，「居住の用に供するために必要な管理を怠っている場合等で今後人の居住の用に供される見込み
がないと認められる場合」には，除外されるものとされているが，仕組みや基準が不明確なため，市町から明確化してほしいとの意見
が出ている。

● 法令やガイドライン等において，調査すべき公的書類が明確化されていないため，多数の相続人がいる場合の所有者の探索範囲
や，建物と土地の所有者が異なる場合の助言・指導・勧告などの手続の対象範囲が膨大となり，代執行に至るまでに多大な労力と
時間が必要となっている。

● 所有者が不明な特定空家等を解消するためには，民法に基づく財産管理人制度を活用し，管理人を選任することが有効だが，
現行の法制度では，この制度を家庭裁判所に申し立てることが可能な利害関係人として，市町が明確に位置付けられていない。

● 現行の空き家対策特別措置法では，現に周辺に危険が及んでいる特定空家等に対して市町が緊急に安全措置をとる際には，
市町による助言・指導等の手続きを踏むことが必要となっているため，措置までに時間を要している。

２ 市町による行政措置を加速化するためには，財政措置の拡充が必要
● 空き家除却に係る国庫補助の対象範囲が，除却工事費等の８／１０に限られているため，地方負担分の４／１０に加え，残りの

２／１０も市町が負担せざるを得ない。
● 代執行による空き家除却に対する国庫補助要件として，事前に除却費用の回収可否を明確にすることが必要であるが，代執行

時点では，費用の回収可否や回収可能額の確定が困難なため，補助申請が困難となっている。

課 題

４ 安心・安全な暮らしづくり
（４） 持続可能なまちづくりの実現に向けた

良好な居住環境整備等の推進

②空き家対策の強化



（現状）
○ 昭和40～50年代に建設された県営住宅が約80パーセントを占め，一斉に更新時期を迎えている。

（広島県の取組）
○ 人口・世帯数の減少も踏まえ，公営住宅の総量を中長期的に削減しつつ，地域ごとの需要を考慮した建替統廃合
を積極的に進めるなど，効率的な供給に最大限取り組むこととしている。

〇 長寿命化等により建替時期を分散化させ，事業量の平準化を図ることとし，長期の収支シミュレーションを行って，
将来見込を立てたうえで建替計画を策定・実施している。

課 題

現状／広島県の取組

広島県では，「誰もが暮らしやすい住環境の実現」を基本理念とした「県営住宅再編５箇年計画（第３次）」

（計画期間：令和３～７年度）を策定し，県営住宅の長期的な安定供給を図るための取組を進めている。

４ 安心・安全な暮らしづくり
（４） 持続可能なまちづくりの実現に向けた

良好な居住環境整備等の推進
③安定した公営住宅の供給

また，大都市と地方都市で公営住宅の整備や維
持保全に係る事業費に差がない一方で，公営住宅
法で定められた家賃額には差が生じるため，特に
地方においては，更新時期が集中する中で事業全
体の収支均衡を図るうえで課題がある。

極力事業量を平準化した場合でも，ピーク時の事業費は
令和３年度予算の２～３倍となる見込であり，事業の着実な
実施には，公営住宅整備事業等に係る交付金の確保が課
題である。



令和３年度に策定した「広島県耐震改修促進計画（第３期計画）」に基づき，災害対策拠点（県庁舎等）等の多
数の者が利用する建築物に加え，住宅についても重点的取組に据え，耐震化を促進することとしている。

広島県耐震改修促進計画（第３期計画）に基づく目標と施策

※１ 不特定多数の者が利用する建築物（病院，店舗等）及び避難弱者が利用する建築物（学校，老人ﾎーﾑ等）のうち一定規模以上のもの

※２ 耐震改修促進法第5条第3項第一号の規定により，広島県耐震改修促進計画で指定した建築物であり，消防庁調査の防災拠点となる公共施設等とは異なる。

施策の対象 耐震化率等の現状→目標 主要な施策（下線付は新規又は強化する施策） 

多数の者が利用する建築物 
（該当棟数：約２,０００） 

耐震化率 

91.3％(R2)→96％(R7) 
【R12 に 100％を目指す】 

 ① 市町の補助制度の継続，創設の促進 

 ② 計画的な耐震化に向けた指導 

 ③ 所有者への意識啓発 

 

耐
震
診
断
義
務
付
け
対
象
建
築
物 

大規模建築物 
（該当棟数：４４） 

【重点】 

耐震改修実施率 

78.9％(R2) 
 耐震性不足の建築物を 

→ 概ね解消(R7) 

④ 公表した耐震化状況の更新 

⑤ 対象建築物の耐震化に向けた指導等 

⑥ 民間建築物の耐震改修への支援 

⑦ 公共建築物の計画的な耐震化 

防災業務等の 
中心となる建築物 

（該当棟数：５２） 

【重点】 

耐震改修実施率 
92.7％(R2) 

  耐震性不足の建築物を 

→ 概ね解消(R7) 

⑧ 公表した耐震化状況の更新 

⑨ 公共建築物の計画的な耐震化 

広域緊急輸送道路 
沿道建築物 

（該当棟数：約２２０） 

【重点】 

耐震改修実施率 

9.1％(R2) 
 耐震性不足の建築物を 

→ 概ね解消(R7) 

⑩ 公表した耐震化状況の更新 

⑪ 対象建築物の耐震化に向けた指導等 

⑫ 民間建築物の耐震改修への支援 

⑬ 公共建築物の計画的な耐震化 

 住宅 【重点】 
（補助想定戸数：約１,５００） 

耐震化率 

84.5％(R2)→92％(R7) 
【R17 に 100％を目指す】 

① 市町の補助制度の改善への支援，創設の促進 

② 所有者への意識啓発 
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広島県

全国

広島県の耐震化状況

防災拠点となる

公共施設等の耐震化の状況

（総務省消防庁の公表データ（消防白書）より）

○ 県内の建築物の耐震化は遅

れているが，公共施設等の耐震

化を加速化

４ 安心・安全な暮らしづくり
（４） 持続可能なまちづくりの実現に向けた

良好な居住環境整備等の推進

④建築物の耐震化の促進



課 題

● 令和４年度以降も，災害対策拠点（県庁舎等） について，着実に耐震化を推
進していく必要がある。

● 義務付けた耐震診断の実施は概ね完了し，早急な耐震化が求められている
が，所有者や地方公共団体等の負担が大きい。

・ 多数の者の避難や救援・救護活動に関係する避難路沿道建築物

・ 地震被災時に避難所や応急対策拠点となり得る防災上重要な建築物

・ 多くの要配慮者が利用する障害児者関係施設や公立保育所などの社会福祉施設等

● 住宅の耐震化促進のためには耐震改修に加え建替えや除却のメニュー化が
求められており，また災害リスクの低い地域への居住誘導など持続可能なまち
づくりの観点からも，総合支援メニューの対象に非現地建替えや除却のみを追
加する必要がある。

● 耐震化に係る所有者の意識向上も必要である。

４ 安心・安全な暮らしづくり
（４） 持続可能なまちづくりの実現に向けた

良好な居住環境整備等の推進

④建築物の耐震化の促進




